
アメリカからゲスト招き、被災地訪問と大阪で対話集会 

東日本大震災の被災者支援活動の一環 

★シンポジウムのご案内★ 
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被災地を視察。その後、同会の事務所で職員

らと意見交換をする機会を持った。 

 被災地を視察した後、アニタさんは、大阪

に入り、関西NGO協議会との共催によるNGO

関係者とのダイアローグに参加。被災地NGO

協働センター

の村井雅清さ

んや日本国際

飢餓対策機構

の清家弘久さ

んらと意見交

換を行い、さ

らに、一般向けのシンポジウム(写真上）や研

究者を対象にした研究会と、精力的に活動

し、3月9日、成田経由で帰国の途についた。 

 アニタさんは、ハリケーン・カトリーナが

アメリカのメキシコ湾岸を襲った4年後、現地

に入り、調査を実施。その結果、NGO間や政

府とNGOの連携が十分でなく救援・支援・復

興に悪影響を与えたこと、道路や橋、住居な

どハードの復興を中心とする政府の対応では

被災者の心のケアなどの｢人間復

興」が十分なされない、災害に

強く、速やかな復興が可能にな

るような｢地域の回復力｣の強化

が必要と指摘、大きな反響をえ

ていた。 

 東日本大震災の発生から2年が経過した。こ

の間、都市共生社会研究分野の関係者は、共生

社会東日本地震被災者救援・支援の会を設立、

岩手・宮城県境地域への支援活動を展開。今年

3月3日には「人間復興」と｢地域の回復力｣を

テーマに、アメリカのランド研究所の研究員、

アニタ・チャンドラさんを招き、NPOの関係者

や研究者とのダイアローグを実施した。 

 これに先立ち、アニタさんは、被災地NGO協

働センターの協力を受け、被災地を訪問。ま

ず、大船渡の仮設住宅で「まけないぞう！」づ

くりに関わる人々と懇談した。被災者がタオル

を象の形に作り、販売した収入の一部を被災者

が受け取るとともに、被災前後の心の傷などを

癒し、住民間の絆を強めるとともに、購入者と

つながりを深めていく活動だ。 

 翌日、アニタさんは、フェリーで気仙沼の沖

合いにある大島にわたり、カキ養殖業者、ヤマ

ヨ水産の代表、小松武さんから被災当時の状況

や養殖業の再建にあたり政府資金を受ける上で

の課題などについて聞いた。そして、養殖イカ

ダで成長したカキをとり、電子レ

ンジで加熱、試食した。 

 さらに、気仙沼で復興活動に取

り組むNGO、シャンティ国際ボラ

ンティア会の気仙沼事務所責任者

の白鳥孝太さんの案内(写真右）で
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西成区の「こどもの里」訪問談  

2013年1月8日の授業「ワークショップⅡ」の講師をご担当いただい

た西成「こどもの里」館長、荘保共子さんを、2012年年末に訪問しま

した。右の写真は、その時のものです。 

後姿の女性は、分野の古久保先生ですが、古久保先生のほか、荘保

さんと交流のある7期生の岩山さんと行ってきました。実にお忙しく

立ち回れている中で、荘保さんから、子どもや家庭のニードに即応さ

れる活動を通して積み上げられた子どもと環境としての社会に対する

認識を聞くことができました。それは、ワークショップを通して受講

生の皆さんにも伝わったことと思います。 

私はこれを契機に、荘保さんが参加されている、地域で子どもの見守りをしている西成の地域連絡協議会に参

加することができました。NPOと行政および学校が連携した貴重な活動について知ることができ、今後も何らか

の形で参与させていただくことになり、感謝しています。その席で一期生の黒川診療所の黒川先生にお会いした

ほか、旧知の方のお名前に触れました。この分野での私の課題は、社会的条件不利とメンタルヘルスの関連につ

いて、実践的に役立つ実態を抽出し対応策を提案することだと考えています。実に得難いフィールドを得たこと

に感謝しています。 

なお、｢こどもの里｣の詳細は、http://www.k5.dion.ne.jp/~satoをご覧ください。（弘田洋二） 

 世界的に、若者の教育(学校)から社会(就労)への移行の困

難が共通課題となっている。産業構造の転換とグローバル化

の進展により、若者の労働市場が悪化したことも一因である。

教育もまた、高度な知識と技術、複雑な課題解決能力を身に

付けた、競争に強い人材の育成を要請され、競争志向の教

育改革が進められている。こうした中で、学力不振や学校不

適応などの理由により、学校から「撤退」してしまう子どもたち

も少なくない。 

 もっとも、学力不振や学校不適応の背景には、社会的にみ

ると、経済的格差の拡大による貧困、家族関係の問題、いじ

め、病気や障害などの複雑な要因が存在する。また、個人レ

ベルでは、競争社会における「自己責任の内面化」や人間関

係・コミュニケーションの困難など、子ども・若者にとっての「生

きづらさ」がある。 

 こうした中で、2010年度の高校中退者は

5万人、不登校児童・生徒数（小・中・高）は

16万人以上、ひきこもり状態にある若者

（15～39才）も約70万人と推計されるに

至っている（内閣府, 2010）。こうして、若者

の社会への移行支援が政府の重要な施

策の一部と位置づけられるようになった。 

 弘田洋二教授と私が指導教員となった本研究では、とくに学

校をその中核機関と位置づけ、学校における子ども・若者の社

会へ／自立への移行支援のありかたについて焦点をあてるこ

ととした。特に社会的条件不利及び社会関係におる困難など

から「生きづらさ」を持つ生徒を多数受け入れてきた学校（課題

集中校）、全日制高校の中退者や中学時代に不登校を経験し

た子どもの「受け皿」となっている定時制高校・通信制高校、さ

らに大学におけるグッドプラクティスを知ることとした。 

 なお、第１回学習会は、大阪府立西成高校教諭、肥下彰男

先生「子どもの貧困と学校の役割～ソーシャルインクルージョ

ンを目指して」（2012.7.11）、第２回は、プール学院大学学生支

援センター長、中村健先生による「チーム援助による学生支援

活動の実際－発達障がい学生への支援からユニバーサルデ

ザインへ－」（10.17）であった。 

 また、第3回目には、大阪府立通信制高校の

お話をお聞きする予定としていた。しかし、吉

田景一准校長先生には、後期ワークショップ

の中でお話をしていただくこととなった。学校

における「社会的排除」と、それに向き合う現

場の多様な実践を知ることとなった。（阿久澤

麻理子）  
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2012年度修了論文のご紹介 
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 都市共生社会研究分野では、今年度、9本の修了論

文の提出がありました。内訳は、修士論文が6本、リサー

チペーパーが3本です。以下の表では、論文を提出した

学生の皆さんの氏名とテーマを紹介してありますので、

ご参照下さい。なお、学生の氏名は、あいうえお順で

す。また、簡単ですが、修了論文全体の講評をしておき

たいと思います。 

 

 長年ご自身が関わってこられた活動に

ついて、あらためてその現状と課題を探

り、その意義を明確にするといった、NPO

などの社会活動に関わってこられた社会

人大学院生ならではの論文は、どれもた

いへん読み応えがあります。 

 今年度は、自分でアンケート形式の社

会調査を設計・実施し集計考察を行うと

いうたいへん手間のかかる実証研究をさ

れた方も複数おられました。データ処理

のエキスパートの島先生からは口がすっ

ぱくなるほど「自前でアンケート調査をする必要がある

かどうか、よくよく考えて」と言われていたにも関わらずの

果敢なとりくみです。データ処理や分析に四苦八苦しな

がらも、データと真摯に向き合いました。仮説として想定

していたことと異なるデータが出てきたときにどう解釈し

ていくのか、そこにこそ実証研究の醍醐味・おもしろさは

ありますが、そこに向き合うということは勇

気のいることでもあります。そのチャレンジ

に真摯に挑んでくれる学生を指導すること

は、教員にとってもやりがいを感じる仕事

です。 

 優秀論文については、来年度の「共生社

会研究」にも掲載されるものもあると思いま

すので、ぜひお楽しみにしてください。ま

た、修了論文はすべて、杉本町の学術情

報センター(写真）にて閲覧が可能となって

おります。今年度修了者の論文はこの夏

までには配架される予定です。(古久保さく

ら） 

 テーマ 

大川内誠 奈良県葛城市旧當麻町のしだれ桜保存活動における住民と行政の関係の変化―古い

公共と新しい公共の概念に基づく考察― 

岡アユ美 地域若者サポートステーション事業の概観と評価―NEETの若者についてのよりよい

理解と支援にむけて― 

岳麗 中国南京市における福祉NGOの調査研究―南京市鼓楼区心貼心老人サービスセンター

を例として― 

竹田博信 ろう文化宣言とその後の議論 

鄭銀景 日本人と韓国ニューカマーの相互認識に関する研究―相互認識に関する質問紙調査

より― 

黄寿恵 朝鮮高級学校卒業生の日本企業への就職における戦略と課題―フォーカスグルー

プ・ディスカッションとインタビュー調査における考察― 

深井千賀子 国民年金第３号被保険者制度をめぐる中高年女性の意識について 

前田悦郎 NPOと地方自治体との協働に関する考察―豊中市と野外活動団体の40年間に及ぶ協働

の事例から― 

八木則之 学校選択からみた部落差別の現実―同和地区を抱えた地域からの越境入学について

― 
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都市共生社会研究分野 
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「共生社会研究」第8号発行 

 

 今回の「共生社会研究」は、「大阪の教育を考える」を特集し

ました。橋下教育「改革」の一方で、「競争と達成」から排除さ

れる子どもたちに向き合う現場での必死の取り組みがあることを

伝えたいという思いからです。 

 巻頭は桂正孝さんによる、戦後民主主義の中で大阪の現在の教

育を考える論考を掲載しました。さら

に、肥下彰男さん（大阪府立西成高

校）による、格差・社会的条件不利と

たたかう学校の実践報告、吉田景一さ

ん（大阪府立桃谷高等学校）による、

通信生高校での「生きづらさ」を抱え

る子どもたちを支える取り組みの報告

が続きます。 

 また、地域からは、内閣府のパーソ

ナル・サポート・サービスモデル事業

を受託し、若者支援に取り組んだ豊中

市の実践を西岡正次さん（豊中市市民

協働部理事、豊中市パーソナル・サポートセンター所長）、白水

崇真子さん（豊中市パーソナル・サポートセンター・ゼネラルマ

ネージャー、一般社団法人キャリアブリッジ代表理事）からいた

だきました。 

 査読論文は、8期生の石井信夫さんの「障碍者の社会からの排除

と戦争協力―特別支援学校に残されていた資料・文献の考察―」

を掲載。また、大枝明さんの実践報告「『学校選択制』と『学校

統廃合』―いま大阪の教育―」も登場します。(編集長：（阿久澤麻

理子） ） 

 

ともに、｢歴史」が作られつつあります。 

 とはいえ、この｢歴史」がどれだけの厚みをもってい

るのでしょうか。換言すれば、研究科や分野の教育研究

がどれだけ深化したり、在籍した学生がどれだけ社会で

活躍しているのか、きちんとした把握がなされているわ

けではありません。 

 ｢多額の税金｣を受けている大学である以上、これらを

きちんと示していくこと。その必要性を府大・市大の統

合の議論のなかで、より強く感じています。（HK） 

編集後記 

 

 大阪府と市の統合計画にともなう、府大と市大の統合に

より創造都市研究科が廃止され、新しい社会人大学院に衣

替えするという案が浮上しています。しかし、研究科自体

は来年度、開設から10周年を迎えます。 

 10年一昔といいますが、教員の顔ぶれも、研究科全体で

もそうですが、分野でも半数が入れ替わっています。徐々

に｢同じ釜の飯を食べた｣という意識の共有が困難になると

 2011年の大阪府知事と大阪市長の同時選挙で、大阪維新の会の候補が当選し、大阪都構想の名の下に、府市統合

の動きが進んでいます。この動きを一歩先んじる形で、大阪府立大学と大阪市立大学の統合が具体化しつつありま

す。大学も社会の変化に応じて変わっ ていくことは必要ですし、コスト効果が

高く、より優れた教育研究体制が作れ るのであれば、複数の大学が統合すると

いう考えを一概に否定する必要はない でしょう。しかし、統合に当たり、ス

テークホルダーである教員や学生、修 了生、市民などの声が十分汲み取られて

いるのでしょうか。また、都市共生社 会研究分野が属している創造都市研究科

は、名称や専攻分野を改廃する案がだ されています。しかし、共生社会がどこ

に位置づくのか、不明です。分野が掲げる多様性や人権の尊重と、それを市民の活動として具体化させていくため

のNPOなどのキーコンセプトは、過去、現在だけでなく、今後の大阪そして日本、世界にとって極めて重要です。

大学が統合される場合、これを維持、発展させるためにはどうしたらいいのか。この課題を分野の外郭団体的な性

格を持つ共生社会研究会では、検討しています。皆さんのご参加を期待します。 

共生社会実現のための 

エンパワメント 
 
Empowerment 

Toward 
Co-existing Society 

ホームページもご覧ください。 

http://www.co-existing.com 
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